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資料１（第２章第１関係） 

 

協  定  書 

 

 神奈川県（以下「甲」という。）と東京都（以下「乙」という。）は、水防活動に係る情報の交換等に

ついて、次のとおり協定を締結する。 

 

（対象河川） 

第１条 対象とする河川は、境川、鶴見川、恩田川、真光寺川、麻生川とする。 

 

（情報等の交換） 

第２条 甲及び乙は、気象庁予報警報規程（昭和２８年運輸省告示第６３号）第１６条に規定する注意

報又は警報（以下「注警報等」という。）が対象河川の流域に発表され、神奈川県又は東京都が水防

態勢を敷いたときは、次項の情報を交換するものとする。 

２ 交換する情報は次のとおりとする。 

（１）水防警報及びはん濫警戒情報 

（２）その他水防活動に必要となる災害情報等 

 

（所管する窓口） 

第３条 本協定を所管する窓口は次のとおりとし、情報連絡の窓口は別表のとおりとする。 

（１）神奈川県 神奈川県県土整備局河川下水道部河川課 

（２）東京都  東京都建設局河川部防災課 

 

（情報伝達系統） 

第４条 情報伝達の窓口、連絡先、連絡方法等の情報伝達系統については、県の各支部水防実施要領及

び都の水防計画にて定める。 

 

（疑義の協議） 

第５条 この協議に疑義が生じた場合、又はこの協定に定めのない事項は、必要に応じその都度、甲乙

協議のうえ、定めるものとする。 

 

 附 則 

 １ 神奈川県と東京都の水防時の情報交換等に関する協定（昭和５７年４月１日締結）、協定の一部

変更（昭和６１年４月１日締結）及び東京都と神奈川県の水防情報の協力に関する変更協定書（平

成４年４月１日締結）は廃止する。 

 ２ この協定の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、その１通を保有する。 

 

  平成２２年５月 28日 

 

          甲 神奈川県知事（水防本部長） 

松 沢 成 文 

 

 

 

          乙 東京都建設局長（水防本部長） 

村 尾 公 一 
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別 表 

 

  神奈川県と東京都が平成２２年５月２８日付で締結した水防活動に係る情報の交換等に関わる協

定について、第３条に規定する情報連絡等の窓口は次のとおりとする。 

 

（１）神奈川県 

ア 水防本部 

神奈川県県土整備局河川下水道部河川課 

電話 ０４５（２１０）６５２０(直通) 

 

イ 鶴見川（岡上橋）、麻生川（新三輪橋）を所管する事務所 

横浜川崎治水事務所川崎治水センター 

電話 ０４４－９３２－７２１１ 

 

ウ 境川（風戸橋、昭和橋、高橋、幸延寺橋）を所管する事務所 

厚木土木事務所津久井治水センター 

電話 ０４２－７８４－１１１１(内)５１２ 

厚木土木事務所東部センター 

電話 ０４６７－７９－２８４９(直通) 

 

（２）東京都 

ア 水防本部 

東京都建設局河川部防災課 

電話 ０３（５３２０）５４３５ 

 

イ 境川（根岸橋、境橋）、鶴見川（下川戸橋）、恩田川（高瀬橋）、真光寺川（矢崎橋）を 

所管する事務所 

東京都南多摩東部建設事務所 

電話 ０４２（７２０）８６４１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-資-2-



 

 

 

水防活動に係る情報の交換等に関する協定の一部を変更する協定 

 

 

神奈川県知事（以下「甲」という。）と東京都建設局長（以下「乙」という。）との間で平成 22

年５月 28日付けで締結した水防活動に係る情報の交換等に関する協定書（以下「原協定」という。）

について、その一部を下記のとおり変更する協定を締結する。 

 

 

１ 原協定第３条を次のとおり改める。 

第３条 本協定を所管する窓口は次のとおりとし、情報連絡の窓口は別添のとおりする。 

（１）神奈川県  神奈川県県土整備局河川下水道部河港課 

 

２ 原協定別表を次のとおり改める。 

  神奈川県と東京都が平成22年５月28日付で締結した水防活動に係る情報の交換等に関わる協

定について、第３条に規定する情報連絡等の窓口は次のとおりとする。 

  （１）神奈川県 

     ア 水防本部 

       神奈川県県土整備局河川下水道部河港課 

 

３ この変更協定は、令和４年４月１日から施行する。 

  

  この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙双方が押印のうえ、各自その１通を

保有する。 

 

 

 

令和４年３月 31日 

  

                 甲  神奈川県知事（水防本部長）    

黒 岩 祐 治   

  

 

 

                 乙  東京都建設局長（水防本部長） 

               中 島 高 志 
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山 梨 県 と の 協 定 

水防情報等に関する協定 

 

 山梨県知事山本栄彦（以下「甲」という。）と神奈川県知事松沢成文（以下「乙」という。）

は、水防活動への利用に適合する情報の交換について次のとおり協定する。 

 

（対象河川） 

第１条 対象とする河川は、相模川水系相模川（桂川）、鶴川、道志川、秋山川及び金山川

とする。 

 

（情報等の交換） 

第２条 甲及び乙は、気象庁予報警報規程（昭和２８年運輸省告示第６３号）第１６条に

規定する注意報又は警報（以下「注意報等」という。）が神奈川県丹沢・津久井及び山

梨県東部、富士五湖に発表され、山梨県又は神奈川県が配備体制を敷いたときは、第２

条第２項の情報を交換するものとする。 

 

２ 交換する情報は、次のとおりとし、甲及び乙の別記に定める情報連絡の窓口から、水

防計画書に定める様式により連絡を行う。 

(1) 甲から連絡する事項 

第１条に示した河川（金山川を除く。）の別記水位観測所における水位がはんらん注

意水位に達したとき及びはんらん注意水位を下回ったとき、その状況。 

 

(2)  乙から連絡する事項 

ア 神奈川県相模ダム操作規程（平成１４年神奈川県企業管理規程第１３号）の定め

るところにより洪水吐ゲートの操作をしたとき、その状況。 

イ 新田水位観測所（上野原市新田地先桂川）の水位がはんらん注意水位に達したと

き及びはんらん注意水位を下回ったとき、その状況。 

 

(3) 相互に連絡する事項 

第１条に示した河川において、大規模な土砂崩落等河川管理上及び水防上必要な災

害情報。 

資料２（第２章第１関係） 

-資-4-



 

(4) 前３号のほか、甲または乙が必要とする情報 

 

（情報等の窓口） 

第３条 情報の交換の窓口は、次のとおりとする。 

(1) 山梨県 

ア 山梨県富士・東部建設事務所 

山梨県大月市花咲１６０８－３ 

電話  ０５５４－２２－７８１６ 

ﾌｧｯｸｽ  ０５５４－２２－７８１８ 

イ 山梨県富士・東部建設事務所吉田支所 

山梨県富士吉田市上吉田１－２－５ 

電話  ０５５５－２４－９０４４ 

ﾌｧｯｸｽ  ０５５５－２４－９０５２ 

 

(2) 神奈川県 

ア 神奈川県津久井土木事務所 

神奈川県相模原市津久井町中野９３７－２ 

電話  ０４２－７８４－１１１１ 

ﾌｧｯｸｽ ０４２－７８４－７６９６ 

イ 神奈川県企業庁相模川水系ダム管理事務所 

神奈川県津久井郡城山町城山２－９－１ 

電話  ０４２－７８２－２２９６ 

ﾌｧｯｸｽ ０４２－７８２－９９１４ 

ウ 神奈川県企業庁相模川水系ダム管理事務所相模ダム管理所 

神奈川県相模原市相模湖町与瀬２３９ 

電話  ０４２－６８４－３５２１ 

ﾌｧｯｸｽ ０４２－６８４－３５２６ 

 

※  相模ダム管理所は、相模ダム操作規程に定める出水警戒体制設置後に情報窓口を

設置するものとする。 
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（疑義の協議） 

第４条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じた場合は、その必要に応じ

その都度甲、乙協議のうえ定めるものとする。 

 

 

 

          附   則 

 

１ この協定は、締結の日から施行する。 

     

２ 水防情報等に関する協定書（昭和６０年６月１日施行）は、廃止する。 

                     

この協定の成立を証するため本書２通を作成し、甲、乙双方が記名押印のうえ、各自そ

の１通を保有する。 

 

      平成１８年１２月７日 

 

                        甲  山梨県知事  山 本 栄 彦 

 

                        乙  神奈川県知事  松 沢 成 文 
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別記 情報連絡の窓口 

 

１ ２条２項１号の甲から連絡する事項 

河川名 水位観測所 連絡窓口（甲） 連絡窓口（乙） 

桂川 強瀬 富士・東部建設事務所 
津久井土木事務所 

企業庁相模川水系ダム管理事務所

鶴川 巖島橋 富士・東部建設事務所 
津久井土木事務所 

企業庁相模川水系ダム管理事務所

道志川 大山橋 
富士・東部建設事務所 

吉田支所 
津久井土木事務所 

秋山川 秋山 富士・東部建設事務所 津久井土木事務所 

 

２ ２条２項２号の乙から連絡する事項 

連絡窓口（乙） 連絡窓口（甲） 

企業庁相模川水系ダム管理事務所 

相模ダム管理所 

富士・東部建設事務所 

 

３ ２条２項３号の相互に連絡する事項 

河川名 連絡窓口（甲） 連絡窓口（乙） 

相模川 

（桂川） 
富士・東部建設事務所 

津久井土木事務所 

企業庁相模川水系ダム管理事務所 

鶴川 富士・東部建設事務所 
津久井土木事務所 

企業庁相模川水系ダム管理事務所 

道志川 富士・東部建設事務所吉田支所 
津久井土木事務所 

企業庁相模川水系ダム管理事務所 

秋山川 富士・東部建設事務所 
津久井土木事務所 

企業庁相模川水系ダム管理事務所 

金山川 富士・東部建設事務所 
津久井土木事務所 

企業庁相模川水系ダム管理事務所 
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水防情報等に関する協定の一部を変更する協定 

 

 

山梨県知事山本栄彦（以下「甲」という。）と神奈川県知事松沢成文（以下「乙」とい

う。）との間で平成18年12月7日付けで締結した「水防情報等に関する協定」（以下「原

協定」という。）について、その一部を下記のとおり変更する協定を締結する。 

 

 

１ 原協定第2条第2項に規定する別記中「神奈川県津久井土木事務所」を「神奈川県厚

木土木事務所津久井治水センター」に改める。 

 

２ 原協定第3条第2号ァ中「神奈川県津久井土木事務所」を「神奈川県厚木土木事務所

津久井治水センター」に改める。 

 

３ この変更協定は、平成22年4月1日から施行する 

  

  この協定の締結を証するため、本書2通を作成し、甲、乙双方が記名押印のうえ、各

自その1通を保有する。 

 

 

 

平成22年 3月31日 

  

                 甲  山梨県知事    横 内 正 明 

  

                 

 

 

乙  神奈川県知事   松 沢 成 文 
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別記 情報連絡の窓口 

１ ２条２項１号の甲から連絡する事項 

河川名 水位観測所 連絡窓口（甲） 連絡窓口（乙） 

桂川 強瀬 富士・東部建設事務所 

厚木土木事務所津久井治水センター 

企業庁相模川水系ダム管理事務所 

鶴川 巖島橋 富士・東部建設事務所 

厚木土木事務所津久井治水センター 

企業庁相模川水系ダム管理事務所 

道志川 大山橋 

富士・東部建設事務所 

吉田支所 

厚木土木事務所津久井治水センター 

秋山川 秋山 富士・東部建設事務所 厚木土木事務所津久井治水センター 

 

２ ２条２項２号の乙から連絡する事項 

連絡窓口（乙） 連絡窓口（甲） 

企業庁相模川水系ダム管理事務所 

相模ダム管理所 

富士・東部建設事務所 

 

３ ２条２項３号の相互に連絡する事項 

河川名 連絡窓口（甲） 連絡窓口（乙） 

相模川 

（桂川） 
富士・東部建設事務所 

厚木土木事務所津久井治水センター 

企業庁相模川水系ダム管理事務所

鶴川 富士・東部建設事務所 
厚木土木事務所津久井治水センター 

企業庁相模川水系ダム管理事務所

道志川 
富士・東部建設事務所吉田

支所 

厚木土木事務所津久井治水センター 

企業庁相模川水系ダム管理事務所

秋山川 富士・東部建設事務所 
厚木土木事務所津久井治水センター 

企業庁相模川水系ダム管理事務所

金山川 富士・東部建設事務所 
厚木土木事務所津久井治水センター 

企業庁相模川水系ダム管理事務所
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静 岡 県 と の 協 定 

水防情報等に関する協定 

 

 静岡県知事石川嘉延（以下「甲」という。）と神奈川県知事松沢成文（以下「乙」

という。）とは、水防活動の利用に適合する雨量及び水位情報、その他の情報の

交換等について次のとおり協定する。 

 

（対象河川） 

第１条 対象とする河川は、静岡県と神奈川県に流域を持ち、両県を跨ぐ河川

を対象とする。 

 

（情報等の交換方法） 

第２条 甲及び乙は、各々が設置した雨量計及び水位計による観測値、また、

被害が両県に及ぶことが予想される災害情報等、河川管理上又は水防上必要

な事項について相互に情報を交換するものとする。なお、詳細については、

覚書を別途定めるものとする。 

 

（所管する窓口） 

第３条 本協定を所管する窓口は次のとおりとする。 

 

（１）静岡県  静岡県土木部河川砂防総室土木防災室 

（２）神奈川県 神奈川県県土整備部河川課 

 

（疑義の協議） 

第４条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、その必要に応じ

その都度甲、乙協議のうえ定めるものとする。 

 

 

          附   則 

 

１ この協定は、締結の日から施行する。 

 

 

この協定の成立を証するため本書２通を作成し、甲、乙双方が記名押印のう

え、各自その１通を保有する。 

 

      平成 18 年 12 月７日 

 

                        甲  静 岡 県 知 事  石 川 嘉 延 

 

                        乙  神奈川県知事  松 沢 成 文 

資料３（第２章第１関係） 
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水防情報等に関する協定の一部を変更する協定 

 

 

静岡県知事石川嘉延（以下「甲」という。）と神奈川県知事松沢成文（以下「乙」

という。）との間で平成 18 年 12 月７日付けで締結した「水防情報等に関する協

定」（以下「原協定」という。）について、その一部を下記のとおり変更する協

定を締結する。 

 

 

１ 原協定第３条を次のとおり改める。 

第３条 本協定を所管する窓口は次のとおりとする。 

（２）神奈川県  神奈川県県土整備局河川下水道部河港課 

 

２ この変更協定は、令和４年４月１日から施行する。 

  

  この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙双方が押印のう

え、各自その１通を保有する。 

 

 

 

令和４年３月 31 日 

  

甲  静 岡 県 知 事    川  勝 平 太  

 

 

 

 

乙  神奈川県知事   黒 岩 祐 治 
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昭和54年５月22日 

告 示 第 4 4 3号 

〔沿革〕昭和61年７月８日告示第590号改正 

平成24年３月30日告示第184号改正 

平成30年３月９日告示第126号改正 

令和３年３月16日告示第91号改正 

 

 河川法（昭和39年法律第167号）第14条の規定に基づき、神奈川県三保ダム操作規則を次のように定め

る。 

神奈川県三保ダム操作規則 

目 次 

 第１章  総則（第１条～第３条） 

 第２章  貯水池の水位（第４条～第９条） 

 第３章  貯水池の用途別利用（第10条～第12条） 

 第４章  洪水調節等（第13条～第20条） 

 第５章  貯留された流水の放流（第21条～第25条） 

 第６章  ゲートの操作（第26条～第30条） 

 第７章  点検整備等（第31条・第32条） 

 第８章  記録等（第33条～第35条） 

 第９章  委任（第36条） 

 附 則 

 

第１章 総 則 

（趣 旨） 

第１条 この規則は、三保ダムの操作に関し必要な事項を定めるものとする。 

（ダムの用途） 

第２条 三保ダムは、洪水調節、水道用水の供給及び発電をその用途とする。 

（定 義） 

第３条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 洪水 流水の貯水池への流入量（以下「流入量」という。）が毎秒800立方メートル以上である

場合における当該流水をいう。 

（２） 洪水期間 毎年６月15日から10月15日までの期間をいう。 

（３） 非洪水期間 毎年10月16日から翌年６月14日までの期間をいう。 

資料４（第５章第２関係） 
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第２章 貯水池の水位 

（水位の測定） 

第４条 貯水池の水位の測定は、測水塔に取り付けられた水位計により行うものとする。 

（常時満水位） 

第５条 非洪水期間における貯水池の最高水位（以下「常時満水位」という。）は、標高321.5メートル

とし、水位をこれより上昇させてはならない。 

（制限水位） 

第６条 洪水期間における貯水池の最高水位（以下「制限水位」という。）は、標高316.8メートルとし、

第16条の規定により洪水調節を行う場合及び第20条の規定により洪水に達しない流水の調節を行う場

合を除き、水位をこれより上昇させてはならない。 

（確保水位） 

第７条 水道用水の供給のために確保すベき水位（以下「確保水位」という。）は、洪水期間にあって

は標高316.8メ－トル、非洪水期間にあっては標高321.5メートルとし、第15条又は第24条の規定によ

る放流により水位を低下させる場合を除き、水位をこれより低下させてはならない。 

（最低水位） 

第８条 貯水池の最低水位は、標高282.3メートルとする。 

（予備放流水位の最低限度） 

第９条 予備放流水位の最低限度は、標高316.8メートルとする。 

 

 

第３章 貯水池の用途別利用 

（洪水調節のための利用） 

第10条 洪水調節は、洪水期間にあっては標高316.8メ一トルから321.5メ－トルまでの容量最大1,000

万立方メートルを利用して行い、非洪水期間にあっては予備放流により水位を低下させて行うものと

する。 

（水道用水のための利用） 

第11条 水道用水の供給は、洪水期間にあっては標高282.3メートルから316.8メートルまでの容量最大

4,450万立方メ一トルを利用し、非洪水期間にあっては標高282.3メ－トルから321.5メ－トルまでの容

量最大5,450万立方メートルを利用して行うものとする。 

（発電のための利用） 

第12条 発電は、洪水調節及び洪水に達しない流水の調節並びに水道用水の供給に支障を与えない範囲

において行うものとし、洪水期間にあっては標高282.3メートルから316.8メートルまでの容量最大
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4,450万立方メ一トルを利用し、非洪水期間にあっては標高282.3メートルから321.5メ一トルまでの容

量最大5,450万立方メ一トルを利用して行うものとする。 

 

 

第４章 洪水調節等 

（洪水警戒体制） 

第13条 神奈川県三保ダム管理事務所長（以下「所長」という。）は、横浜地方気象台から降雨に関す

る警報又は注意報が発せられたときその他洪水が予想されるときは、直ちに洪水警戒体制をとらなけ

ればならない。 

（洪水警戒体制時における措置） 

第14条 所長は、前条の規定により洪水警戒体制をとったときは、直ちに、次に定める措置をとらなけ

ればならない。 

（１） 神奈川県水防本部長、神奈川県県西土木事務所長、神奈川県県西土木事務所小田原土木センタ

ー所長、横浜地方気象台長、神奈川県内広域水道企業団飯泉取水管理事務所長、東京発電株式会

社三島事業所長その他の関係機関との連絡並びに気象及び水象に関する観測並びに情報の収集を

密にすること。 

（２） 最大流入量、流入総量、洪水継続時間及び流入量の時間的変化を予測すること。 

（３） 洪水調節の計画を立てるとともに、非洪水期間にあっては、予備放流水位を定めること。 

（４） ゲートの点検及び整備並びにゲートの操作に必要な機械及び器具の点検及び整備並びに予備電

源設備の試運転その他ダムの操作に関し必要な措置をとること。 

（予備放流） 

第15条 所長は、非洪水期間において、次条の規定により洪水調節を行う必要が生ずると認められる場

合で水位が前条第３号により定めた予備放流水位を超えているときは水位を当該予備放流水位に低

下させるため、あらかじめダムから放流を行うものとする。 

（洪水調節） 

第16条 所長は、流入量が次に定める状態になったときは当該各号に定める洪水調節を行わなければな

らない。ただし、所長は、気象、水象その他の状況により特に必要と認める場合においては、これら

によらないことができる。 

（１） 流入量が毎秒800立方メ－トルに達した後、最大に達するまで毎秒｛（流入量－800）×0.346＋

800｝立方メ－トルを限度として放流すること。 

（２） 流入量が最大に達した後、流入量が毎秒｛（最大流入量－800）×0.346＋800｝立方メ－トルに

等しくなるまで毎秒｛（最大流入量－800）×0.346＋800｝立方メートルを限度として放流するこ

と。 

（３） 次条の規定によりダムから放流を行っている場合において、流入量が毎秒800立方メ－トルを下
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らず、かつ、水位が制限水位に低下するまでの間に流入量が再び増加したときで、流入量が次条

の規定による放流量と等しくなったときから毎秒｛（当該等しくなった放流量－800）÷0.346+800｝

立方メートルに等しくなるときまで当該等しくなった時の放流量に等しい流水を放流すること。 

（４） 流入量が前号に規定する毎秒｛（当該等しくなったときの放流量－800）÷0.346+800｝立方メ

ートルに等しくなって以後第１号から前号までの規定を準用して放流すること。 

（洪水調節等の後における水位の低下） 

第17条 所長は、洪水期間にあっては、前条の規定により洪水調節を行った後又は第20条の規定により

洪水に達しない流水の調節を行った後において、水位が制限水位を超えているときは、速やかに、水

位を制限水位に低下させるため、下流に支障を与えない程度の流量を限度としてダムから放流を行わ

なければならない。 

（洪水警戒体制の解除） 

第18条 所長は、洪水警戒体制を維持する必要がなくなったと認める場合は、これを解除しなければな

らない。 

（水位の上昇） 

第19条 所長は、気象、水象その他の状況により予備放流水位を維持する必要がなくなったと認める場

合においては、その後の流水を貯留して水位が上昇するように努めなければならない。 

（洪水に達しない流水の調節） 

第20条 所長は、気象、水象その他の状況により必要と認める場合においては、洪水に達しない流水に

ついても調節を行うことができる。この場合における流水の調節は、標高316.8メ一トルから321.5メ

ートルまでの容量最大1,000万立方メートルを利用して行うものとする。 

 

 

第５章 貯留された流水の放流 

（貯留された流水を放流することができる場合） 

第21条 ダムによって貯留された流水は、次のいずれかに該当する場合に限り放流することができる。 

（１） 水位が常時満水位を超えるとき。 

（２） 非洪水期間から洪水期間に移るに際し、水位を制限水位に低下させるとき。 

（３） 洪水期間において、水位が制限水位を超えるとき。 

（４） 第15条の規定により予備放流を行うとき。 

（５） 第16条の規定により洪水調節を行うとき。 

（６） 第17条の規定により水位を制限水位に低下させるための放流を行うとき。 

（７） 第20条の規定により洪水に達しない流水の調節を行うとき。 

（８） 第24条の規定により水道用水等のための放流を行うとき。 

（９） 第31条の規定によりゲートの，点検又は整備を行うため特に放流を行う必要があるとき。 
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（10） その他特にやむを得ない理由により放流を行う必要があるとき。 

（放流の原則） 

第22条 所長は、ダムから放流を行う場合においては、田ノ入発電所の取水量を確認のうえ放流を行う

ものとし、放流により下流に急激な水位の変動を生じないよう、かつ、放流が無効放流とならないよ

う努めるものとする。 

（放流量） 

第23条 所長は、ダムから放流を行う場合においては、ダムからの放流量（田ノ入発電所取水量を含む。

以下同じ。）が、次の各号に掲げるときは、当該各号に掲げる量を超えないようにしなければ 

 ならない。 

（１） 第21条第１号、第３号又は第７号の場合 流入量に相当する量 

（２） 第21条第２号、第４号、第９号又は第10号の場合 毎秒800立方メ－トル 

（３） 第21条第５号、第６号又は第８号の場合 それぞれ第16条、第17条又は第24条の規定による放

流量 

（水道用水のための放流） 

第24条 所長は、水道用水の供給等のために、別表第１に示す地点において同表に示す流量を確保し、 

かつ、別表第２に示す地点において必要があるときは同表に示す流量を確保できるよう必要な流量 

をダムから放流しなければならない。 

（放流に関する通知等） 

第25条 所長は、ダムによって貯留された流水を放流することによって流水の状況に著しい変化を生 

ずると認める場合において、これにより生ずる危害を防止するため必要があると認めるときは、特定

多目的ダム法（昭和32年法律第35号）第32条の規定に準じて関係機関に通知するとともに一般に周知

させるため必要な措置をとらなければならない。 

 

 

第６章 ゲ－トの操作 

（ゲ一トの操作の方法） 

第26条 ダムから放流を行う場合においては、調節ゲートの操作により行い、これにより所要の放流が

できないときは、洪水吐ゲ－トを操作して放流するものとする。 

（洪水吐ゲ一トの操作） 

第27条 洪水吐ゲ－トは、次に掲げる場合を除き閉そくしておかなければならない。 

（１） 第21条各号の規定によりダムから放流を行うとき。 

（２） 第31条の規定により洪水吐ゲ－トの点検又は整備を行う必要があるとき。 

（調節ゲート、調節予備ゲート及び点検用ゲートの操作） 

第28条 調節ゲ一ト及び調節予備ゲートは、次に掲げる場合を除き、閉そくしておかなければならない。 
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（１）第21条各号の規定によりダムから放流を行うとき。 

（２）第31条の規定により調節ゲ一ト及び調節予備ゲートの点検又は整備を行うため必要があるとき。 

２ 点検用ゲートは、次に掲げる場合を除き全開しておかなければならない。 

（１）第31条の規定により調節ゲート及び調節予備ゲ－トの，専検又は整備のため必要があるとき。 

（２）放流トンネルの点検又は整備のため必要があるとき。 

（３）その他必要があるとき。 

（表面取水ゲ一ト及び底部取水ゲ一トの操作） 

第29条 第24条に規定する水道用水等のための放流は、次に掲げる場合を除き表面取水ゲートによるも

のとする。 

（１） 貯水池の水位が標高306.5メートルを下まわるとき。 

（２） 第31条の規定により表面取水ゲ一トの点検又は整備を行うため必要があるとき。 

２ 底部取水ゲートは、次に掲げる場合を除き閉そくしておかなければならない。 

（１） 貯水池の水位が標高306.5メートルを下まわるとき。 

（２） 第31条の規定により底部取水ゲ一トの点検又は整備を行うため必要があるとき。 

（３） その他必要があるとき。 

（底部ゲ一ト及び底部予備ゲートの操作） 

第30条 底部ゲ－ト及び底部予備ゲ一トは、次に掲げる場合を除き閉そくしておかなければならない。 

（１） 第31条の規定により底部ゲート及び底部予備ゲ－トの点検又は整備を行うため必要があるとき。 

（２） 特に底部ゲ一トを操作して放流する必要があるとき。 

 

 

第７章 点検整備等 

（点検又は整備） 

第31条 所長は、次に掲げる施設等を常に良好な状態に保つため点検又は整備を行わなければならな 

い。 

（１） ダム本体 

（２） ゲート 

（３） ゲ一トを操作するための必要な機械及び器具 

（４） 警報、通信連絡、観測等のため必要な設備 

（５） 監視のため必要な船舶 

（６） 警報のため必要な車両 

（７） 前各号の施設等の管理に必要な資材 

２ 所長は、ゲート及び予備電源設備を常に良好な状態に保つため適時試運転を行わなければならない。 

（調査又は測定） 

-資-17-



第32条 所長は、別表第３に掲げる事項に関し、同表の項目について調査又は測定を行わなければなら

ない。 

 

 

第８章 記 録 等 

（ゲートの操作記録） 

第33条 所長は、第15条及び第17条の規定により放流を行ったとき、第16条の規定により洪水調節を行

ったとき並びに第20条の規定により洪水に達しない流水の調節を行ったときは、次に掲げる事項を記

録しておかなければならない。 

（１） 気象及び水象の状況 

（２） ゲートの操作の事由、操作したゲートの名称、ゲ－トの操作の開始及び終了の年月日及び時刻、 

ゲ－トの開度、ゲートの操作による放流量並びに水位の変動 

（３） ダム、ダムの関連施設、貯水池及び貯水池の上下流の被害の状況並びに河床の変動の状況 

（４） 放流に伴う警報及び連絡に関する事項 

（５） その他特記すベき事項 

２ 所長は、前項に規定する場合を除き、第27条、第28条、第29条又は第30条の規定によりゲートを操

作したときは、その状況を前項に準じて、記録しておかなければならない。 

（調査結果等の記録） 

第34条 所長は、第31条の規定により点検及び整備を行った結果並びに第32条の規定により調査し、又

は測定した結果を記録しておかなければならない。 

（管理月報及び管理年報の作成） 

第35条 所長は、別に定めるところによりダム管理月報及びダム管理年報を作成しなければならない。 

 

 

第９章 委 任 

（実施細目） 

第36条 この告示の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この告示は、公表の日から施行する。
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別表第１ （第24条関係） 

 

下 流 の 確 保 流 量 

 

（単位：ｍ３／ｓ） 

月 
地点  1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12 

ダム直下流  0.50  0.50  0.50  0.50  0.99  0.99  0.99  0.99  0.99  0.50  0.50  0.50

平  山 12.18 12.18 12.18 12.18 12.93 14.93 14.93 14.93 14.93 12.18 12.18 12.18

 

 （注）平山とは、東京電力リニューアブルパワー株式会社内山発電所取水口直上流をいう。 

 

 

 

別表第２ （第24条関係） 

 

下 流 の 確 保 流 量 

 

（単位：ｍ３／ｓ） 

月 
地点  1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12 

飯  泉 18.24 18.24 18.24 19.29 19.29 21.38 22.43 22.43 22.43 20.34 19.29 19.29

 

（注）飯泉とは、神奈川県内広域水道企業団飯泉取水堰
せき

直上流をいう。 
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別表第３ （第32条関係） 

 

調 査 又 は 測 定 事 項                

事 項      項 目      事 項      項 目      

気 象      

天 気      

貯 水 池      

水 温      

気 圧      水 質      

気 温      堆 砂      

湿 度      

ダ ム      

漏 水 量      

風 向      漏 水 温度      

風 速      漏 水 濁度      

降 水 量      加 速 度      

蒸 発 散      
水 平 変 位 量 

及び垂直変位量 

貯 水 池      

水 位      

効 果      

洪 水 調節      

流 入 量      水 道 用水      

放 流 量      発   電      
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資料４（第５章第２関係） 

（その２） 

三保ダム放流警報要領 

第１編 降雨等に伴う放流警報 

 

１ 目的 

この要領は、三保ダム（以下「ダム」という。）からの放流に起因する流水の急激な変化によって生ずる

危害の防止を図るために必要な警報等について定める。 

 

２ 洪水警戒体制 

三保ダム操作細則に規定する、準備、第１、第２及び第３警戒体制の設置は次のとおりとする。 

（１） 準備警戒体制 

ア 横浜地方気象台から神奈川県西部に降雨に関する注意報が発せられたとき。 

イ 台風の中心が東経１３０度から１４０度までの範囲において北緯３０度に達したとき。 

ウ 三保ダムの上流域において、連続総降雨量が５０ミリメートルに達した後に、更に降雨が続いてい

るとき又は今後降雨が予測されるとき。 

エ 三保ダムの上流域において、時間降雨量が２０ミリメートルを超えた後に、更に降雨が続いていると

き又は今後降雨が予測されるとき。 

オ その他洪水警戒体制に入ることが必要と認められるとき。 

（２） 第１警戒体制 

ア 横浜地方気象台から神奈川県西部に降雨に関する警報が発せられたとき。 

イ 三保ダムの上流域において、総降雨量が１００ミリメ－トルに達し、更に降雨が続いているとき又

は今後降雨が予想されるとき。 

ウ 三保ダムの上流域において、１時間雨量が４０ミリメートルを超えて、更に降雨が続いているとき。エ 

洪水吐ゲートから放流が予測される場合。 

（３） 第２警戒体制 

ア ダムからの放流量が毎秒８０立方メ一トルを超えると予測される場合。 

イ 三保ダムの上流域において、総降雨量が１００ミリメートルを超えて更に今後引き続いて、５０ミ

リメートル以上の降雨量が予想されるとき。 

（４） 第３警戒体制 

ア ダムからの放流量が、毎秒８００立方メ－トルを超えると予測される場合。 

 

３ 洪水警戒体制の解除 

ダムへの流入量が毎秒80立方メートル以下に減少し、気象状況から洪水警戒体制を維持する必要がなくな

ったと認められる場合において解除する。
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1分吹鳴 5秒休止 5秒休止 1分吹鳴

3分10秒 

1分吹鳴 

 

４ 放流警報施設 

放流警報施設は、放流警報施設一覧表（別表第１）及び放流警報施設位置図（別図第１）のとおりとす

る。 

 

５ 放流警報の方法 

放流量が毎秒25立方メートルを超える場合は、次に定めるところにより警報を行う。 

(１) スピーカー及びサイレンによる警報 

ア 警報区間 

(ア) 放流量が毎秒25立方メートルを超え毎秒80立方メートル以下のときは、ダムから川西橋までの

区間とする。 

(イ) 放流量が毎秒80立方メートルを超えるときは、ダムから西湘大橋までの区間とする。 

イ 警報時期 

放流開始約30分前よりダムから順次下流に向けて行う。 

ウ 警報内容 

警報放送書（第１号様式Ａ）によりスピーカーで放送を行った後、サイレンを吹鳴する。 

サイレンの吹鳴方法は、次のとおりとする。 

エ 放流期間中 

(ア) 放流量の急激な増加が予想される場合は警報放送書（第１号様式Ａ）、異常洪水時防災操作（た

だし書き操作）に移行する場合は警報放送書（第１号様式Ｂ）によりスピーカーで放送を行い、必

要に応じてサイレンを吹鳴する。 

(イ) その他必要に応じて、警報放送書（第１号様式Ａ、Ｂ又は第２号様式）によりスピーカーで放送

を行う。 

(２) 電光表示及び赤色回転灯による警報 

ア 放流量が毎秒25立方メートルを超え毎秒80立方メートル以下の放流期間中は、ダムから川西橋ま

での区間を点灯する。 

イ 放流量が毎秒80立方メートルを超える放流期間中は、ダムから西湘大橋までの区間を点灯する。 

(３) 警報車による警報 
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ア 警報区間  

(ア) 放流量が毎秒25立方メートルを超え毎秒80立方メートル以下のときは、ダムから川西橋までの

区間とする。 

(イ) 放流量が毎秒80立方メートルを超え毎秒150立方メートル以下のときは、新大口橋までの区間とす

る。 

(ウ) 放流量が毎秒150立方メートルを超えるときは、西湘大橋までの区間とする。 

イ 警報時期 

(ア) 放流開始約30分前から行う。 

(イ) その他必要に応じて行う。 

ウ 警報経路 

警報車警報経路図（別図第２）に示す経路に従って行う。 

エ 警報内容 

警報車放送書（第３号様式）による。 

 

６ 警報掲示板 

警報掲示板は第７号様式による。 

 

７ 通報連絡 

関係機関への通報連絡は、次に定めるところにより行う。 

(１) 準備警戒体制 

ア 通報連絡機関 

県土整備局河川下水道部河港課（神奈川県水防本部）、企業局利水電気部利水課。 

イ 通報時期 

準備警戒体制を設置したとき及び解除したとき。 

ウ 通報内容 

三保ダム放流時連絡書（第４号様式Ａ）による。 

(２) 第１、第２、第３警戒体制及び放流等 

ア 通報連絡機関 

別表第２に定める機関（９か所） 

イ 通報時期 

(ア) 第１、第２、第３警戒体制を設置したとき及び解除したとき。 
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(イ) ダムから毎秒25立方メートルを超える放流を開始するときは、約１時間前。 

(ウ) ダムから毎秒25立方メートルを超える放流をしたとき及び放流量が毎秒25立方メートル以下に

なったとき。（放流終了という。） 

(エ) その他放流に関する通知が必要なとき。 

ウ 通報内容 

三保ダム放流時連絡書（第４号様式Ａ）による。 

(３) 予備放流 

ア 通報連絡機関 

別表第２に定める機関（９か所） 

イ 通報時期 

(ア) 予備放流が見込まれるとき。 

(イ) 予備放流を開始したとき。 

ウ 通報内容 

三保ダム放流時連絡書（第４号様式Ａ）及び連絡文（第５号様式）による。 

(４) 事前放流 

ア 通報連絡機関 

別表第２に定める機関（９か所） 

イ 通報時期 

(ア) 事前放流が見込まれるとき。 

(イ) 事前放流を開始したとき。 

ウ 通報内容 

三保ダム放流時連絡書（第４号様式Ａ）及び連絡文（第６号様式）による。 

(５) 異常洪水時防災操作（ただし書き操作） 

ア 通報連絡機関 

別表第２に定める機関（９か所） 

イ 通報時期 

(ア) 異常洪水時防災操作（ただし書き操作）に移行するおそれがあると判断されたとき。 

(イ) 異常洪水時防災操作（ただし書き操作）が見込まれるとき。 

(ウ) 異常洪水時防災操作（ただし書き操作）を予告するとき。（概ね３時間前、概ね１時間前） 

(エ) 異常洪水時防災操作（ただし書き操作）の予告内容に変更が生じたとき。 

(オ) 異常洪水時防災操作（ただし書き操作）に移行したとき及び解除したとき。 
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(カ) その他異常洪水時防災操作（ただし書き操作）に関する通知が必要なとき。 

ウ 通報内容 

三保ダム放流時連絡書（第４号様式Ｂ）及び連絡文（緊急－第１号～第11号様式）による。 

(６) 関係機関への連絡系統 

三保ダム放流通報連絡系統図（別表第３）及び三保ダム放流通報連絡系統図（水防関係）（別表第４）

のとおりとする。 

(７) 通報連絡の方法 

ア 電話で通報を行う。なお、異常洪水時防災操作（ただし書き操作）及び予備放流、事前放流に係わ

る事項については、電話での通報に加え、ＦＡＸで連絡文の送信を行う。 

イ 一般電話が不通のときは、県土整備局河川下水道部河港課（神奈川県水防本部）に対し、次の機関

への通報の伝達を依頼する。 

(ア) 県防災行政通信網に係る関係機関 

(イ) 県警察本部 
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別表第２

通報連絡機関

県土整備局河川下水道部河港課（神奈川県水防本部）

神
　
奈
　
川
　
県
　
三
　
保
　
ダ
　
ム
　
管
　
理
　
事
　
務
　
所

県 西 土 木 事 務 所

県 西 土 木 事 務 所 小 田 原 土 木 セ ン タ ー

企 業 庁 企 業 局 利 水 電 気 部 利 水 課

小 田 原 警 察 署

松 田 警 察 署

神奈川県内広域水道企業団飯泉取水管理事務所

東 京 電 力 リ ニ ュ ー ア ブ ル パ ワ ー 株 式 会 社
水 力 部 制 御 ・ 取 引 セ ン タ ー

東 京 発 電 株 式 会 社
電 力 運 営 部 発 電 コ ン ト ロ ー ル グ ル ー プ
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